
オンライン診療が変える医療と普及への課題



オンライン診療の普及に向けた提⾔

2

オンライン診療を真に普及させるためには、特例措置の内容（対象疾患制限・実施要件の
撤廃）を最低限維持するとともに、診療報酬上の評価を対⾯同等とし、加算できる医学管
理料の対象を拡⼤することが必要

① 診療報酬については、次回（2022年４⽉）改定にオンライン診療時の初診・再診料、
医学管理料を対⾯診療時と同等⽔準に算定できるよう⾒直すべき

② オンライン診療の対象疾患が限定されぬよう、オンライン診療料が算定できる疾患の
制限を撤廃するとともに、指導・管理において検査や処置、⾝体診察を必ずしも必要
としない疾患に係る医学管理料はオンライン診療の加算対象に認めるべき

③ オンライン診療の利⽤機会を制限する、「初診から３ヶ⽉間、毎⽉対⾯診療」、
「３ヶ⽉ごとに対⾯診療を実施」、「１ヶ⽉あたりのオンライン診療の割合が１割以
下」といった診療報酬上の要件は撤廃すべき
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医療アクセスの確保を通じた
健康で安⼼して⽣きることができる社会の実現を⽬指して

• 仕事や家事・育児で時間を確保できない現
役世代が、適切なタイミングで診療を受
け、治療を遅らせない

• ⽣活習慣病などのために介護が必要な⾼齢
者が増えている⾼齢社会に対応するため、
健康寿命を伸ばす

• 感染症の不安と共存する社会において、受
診控えをなくし、また、⾃宅療養者も安⼼
して医療を受けられる、感染症に対応した
医療提供体制を構築

• 専⾨医を必要とする地⽅にいる⽅や難病の
⽅などにも負担がかからないよう、平等に
治療機会を提供

⽬的 ポイント

いつでも

どこでも

適切な医療を

医療提供の
オンライン・デジタル化

医療データの情報連携
・

健康データの⽇々の蓄積

アクション

①早期発⾒・診
断・治療の実現

②質の⾼い医療提
供の実現

③重症化の予防

④感染症対策

⑤患者負担の軽減

アウトカム

２
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診察
〜
服薬

4

提供価値

オンライン診療を起点として、組合せによって様々な価値を医療・患者に提
供することができる

検査

治療

健康
管理

組み合わせ例

▪ ⾃宅や職場、外出先での診察・服薬指導を可能に
▪ 医薬品が⾃宅等でも受取りが可能に

▪ 医療従事者の指導を受けつつ、⾃宅等での検査が可能に
▪ 加えて、⾃宅での確定診断が可能となり、症状によって
は感染予防対策になる

▪ 単に服薬等の治療を⽇々⾏うだけでなく、新たな治療効
果の実現・アドヒアランスの向上

オンライン診療

オンライン診療・服薬指導

SaMD・PSPオンライン診療

装着型端末オンライン診療

検査薬配送

▪ ⽇々の⾝体等データを蓄積し、健康管理が可能
▪ 異常値が出た場合に、医療提供サイドから積極的な対応
が可能

治療薬配送

３



5

特例措置により導⼊医療機関は急増したが、その後は感染者の増加に関係な
く横ばいが続いており、オンライン診療は普及に⾄っていない

出典：令和３年５⽉31⽇第15回オンライン診療の適切な実施に関する指針の⾒直しに関する検討会資料１ー２ ４
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診
療
報
酬

対象疾患
の制約

厳格な
実施要件

収益性の
低さ

• 定められた管理料を算定し
ている患者のみが対象とな
るため、保険診療で活⽤で
きる対象疾患が少ない

• 対象疾患の限定なくオンライン
診療を⾏うことが可能に

• 初診については対⾯と⽐べ約７
割程度の点数が算定可能に（初
診料：対⾯288点、オンライン
214点）

• 再診については⼤きく変化なし

• 診療計画策定や算定回数等の諸
条件は不要

• 初診からオンライン診療が可能

• 診療計画策定や、対象患
者・算定回数等の条件が求
められる

• 初診は対⾯での診療が必須

特例措置以前 特例措置以後

i

ii

iii

特例措置以前にオンライン診療が使われてこなかったのは、対象疾患の制約
や診療報酬の低さ等が原因であり、特例措置後普及に⾄らなかったのは診療
報酬の低さが主たる原因である

• 対⾯診療よりも算定できる
点数が100点（＝1000円）
以上減少。オンライン診療
を実施すると収益性が下が
る

５
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現場の医師たちも「診療報酬上の評価」や「疾患制限」、「実施要件」等に
課題を感じている

Q22.オンライン診療に関する現⾏制度（現在の特例措置下の制度ではなく平常時の制度をいう）に関して、今後どのように
変わればよいか、⾒直してほしい事項があれば、あてはまるものをすべてお選びください。（複数回答）

(n=151)

出典：⽇本遠隔医療学会・⽪膚科遠隔医療分科会調査「オンライン診療に関する医師調査結果」（2021年６⽉実施）（調査企画・監修：
東京⼤学⼤学院医学研究科⽪膚科学講師吉崎歩） ６
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オンライン診療への医療機関側のニーズは⼤きいが、制度環境が現状の特例
措置下から変わる場合には、内４割強は利⽤をやめる可能性がある

Q19.新型コロナウイルス感染症収束後もオンライン診療を利⽤し続けますか。あてはまるものをお選びください。（単⼀回
答）

(n=151)

出典：⽇本遠隔医療学会・⽪膚科遠隔医療分科会調査「オンライン診療に関する医師調査結果」（2021年６⽉実施）（調査企画・監修
：東京⼤学⼤学院医学研究科⽪膚科学講師吉崎歩） ７



オンライン診療と相性の良い疾患は多数あるが、診療報酬上オンライン診療
が活⽤できる疾患は限定的である

消化器循環器 呼吸器 代謝・
内分泌神経 アレルギー・

膠原病

泌尿器科⽪膚科 整形外科 婦⼈科精神科 ⼩児科

アトピー性⽪膚炎
尋常性ざ瘡
蕁⿇疹
⽩癬
⼝唇ヘルペス
男性型脱⽑症
びまん性脱⽑症

過活動膀胱
前⽴腺肥⼤
勃起不全

⾻粗鬆症
変形性膝・
股関節症
関節リウマチ

パニック障害
強迫性障害
うつ病
不安障害
双極性障害
適応障害
不眠症

⽉経困難症
不妊治療
避妊相談
更年期障害

重症⼼⾝障害
発達障害
夜尿症

内科系疾患

⾼⾎圧
慢性⼼不全

慢性胃炎
潰瘍性⼤腸炎
逆流性⾷道炎
IBS
便秘症

COPD
喘息
睡眠時無呼吸
症候群
ニコチン依存

てんかん
認知症
めまい
頭痛

糖尿病
脂質異常症
甲状腺機能亢進
/低下症
⾼尿酸⾎症

スギ花粉症
アレルギー性⿐炎
膠原病

その他疾患

オンライン診療料の対象疾患

資料: オンライン診療導⼊医療機関からのヒアリング

i

※⿊字は「オンライン診療料」ができる前にオンラインで診療していた疾患

８
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ii

現⾏制度下ではオンライン診療は対⾯診療に⽐べて診療報酬が半分以下であ
り、特例措置下であっても、100点以上点数が低い

*特定疾患療養管理料は、⾼⾎圧、喘息、胃炎などが対象
**医師は上記のほか、「療養の給付と直接関係ないサービス等の費⽤」として、「システム利⽤料」や「通話料
等」といった費⽤を患者に請求することが可能。医療機関ごとに設定可能で、患者への請求にあたっては、あらか
じめ同意を取得しておく必要がある。⼀部医療機関では、対⾯診療と同等の額になるよう設定しており、その分患
者負担が増えているケースもある。（詳細はP22参照）

９

＊ ＊ ＊
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ii
検査や処置、⾝体診察を必ずしも必要とせず、患者の管理・指導に対して算
定している加算があるが、オンライン診療ではその多くが算定できないか、
算定できたとしても点数は⼤きく下がる

*この他、地域包括診療料、認知症地域包括診療料、在宅時医学総合管理料、精神科在宅患者⽀援管理料、在宅⾃⼰
注射指導管理料が現在算定可能（いずれもオンライン点数は100点）
**上記に掲げるほか、喘息治療管理料など必ずしも直接的な検査を伴わない管理料や診療情報提供料など⽂書提供
を主旨とするオンラインでも実施可能な加算についても検討の必要あり

10

＊ ＊＊
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ii

諸外国では、通常の外来診療で患者管理・指導に対して算定している加算
は、オンライン診療と対⾯診療では同等に評価されている

出典：Changes in telepsychiatry regulations during the COVID ‒ 19 pandemic: 17 countries and regionsʼ approaches to an evolving 
healthcare landscape

・慶應義塾⼤学医学部⽊下助教と岸本講師らが⽶英など17か国の精神科のオンライン診療を調
査。12か国では新型コロナウイルス流⾏前からオンライン診療の報酬が対⾯と同等以上であっ
た。新型コロナウイルス流⾏後でも報酬が対⾯より低いのは⽇本と中国の⼀部のみであった。

11
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オンライン診療を実施している医師の８割強は、対⾯診療とオンライン診療
の医学管理料に係る診療内容に違いはないと回答

Q10.オンライン診療で情報通信機器を⽤いて医学管理料を算定する際、以下の医学管理料のうち、最も多く算定されている
ものをお選びください。（単⼀回答）

(n=151)

Q11. Q10で選択した医学管理料に対応する疾患を有する同⼀の患者さんに対して、対⾯診療とオンライン診療でその医学管
理料に係る診療内容に違いはありますか。あてはまるものをお選びください。また、ある場合はどういった点で異なるか、
ご回答ください。（単⼀回答）

84.0%

16.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ない

ある

出典：⽇本遠隔医療学会・⽪膚科遠隔医療分科会調査「オンライン診療に関する医師調査結果」（2021年６⽉実施）（調査企画・監修：
東京⼤学⼤学院医学研究科⽪膚科学講師吉崎歩）

ii

12



オンライン診療実施のタイミングは、特例措置により現⾏規制（３⽉に１度
の対⾯診療実施・３⽉連続後対⾯診療後オンライン診療可）から離れた実態
が常態化している

14

・５割以上の医師がオンライン診療を１か⽉に１回以上⾏っている。

Q1. 2020年４⽉以降（特例措置以降）、実施したことのある１患者さんあたりのオンライン診療の診療頻度について、あて
はまるものをすべてお選びください。（複数回答）

出典：⽇本遠隔医療学会・⽪膚科遠隔医療分科会調査「オンライン診療に関する医師調査結果」（2021年６⽉実施）（調査企画・監修：
東京⼤学⼤学院医学研究科⽪膚科学講師吉崎歩）

iii

Q2. Q１で選択したもののうち、最も多い頻度はどれですか。あてはまるものをお選びください。（単⼀回答）

(n=151)

13



オンライン診療による初診は浸透しつつある

15

・完全初診は６割弱の医師が、再初診は７割強の医師が受付を⾏っている。

Q7.オンライン診療を⾏っている患者さんのうち、完全初診、再初診、再診（再初診のケースを除く）の患者さんはそれぞれどの程度
の割合ですか。あてはまるものをお選びください。（単⼀回答）

(n=151)

完全初診

再初診

再診

出典：⽇本遠隔医療学会・⽪膚科遠隔医療分科会調査「オンライン診療に関する医師調査結果」（2021年６⽉実施）（調査企画・監修：
東京⼤学⼤学院医学研究科⽪膚科学講師吉崎歩）

iii

＊完全初診：受診歴のない全く新しい⽅への初めての診察

＊再初診：受診歴のある⽅で新たな疾患を患う⽅への診察

14
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iii

現場の医師はオンライン診療を安全に運⽤している

・医師の８割強がオンライン診療を使⽤してリスクが⾼く不安を感じた症例はないと回答し、９
割強は完全初診を実施して患者さんの疾患等に悪影響を与えたことがないと回答。
Q24.実際にオンライン診療を使⽤したものの、リスクが⾼く不安を感じた症例はありますか。あればその症例と理由につい
てもご記載ください。（単⼀回答・⾃由記述）

82.1%

17.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

ない

ある

Q25.調査時点において、完全初診を実施して、患者さんの疾患等に悪影響を与えたことはありますか。あれば症例をご記載
ください。（単⼀回答・⾃由記述）

95.6%

4.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ない

ある

(n=151)

出典：⽇本遠隔医療学会・⽪膚科遠隔医療分科会調査「オンライン診療に関する医師調査結果」（2021年６⽉実施）（調査企画・監修：
東京⼤学⼤学院医学研究科⽪膚科学講師吉崎歩） 15
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各国において、対⾯診療と⽐較した際のオンライン診療の有効性や⾮劣勢が
論⽂化等されている

n Effectiveness of Online vs In-Person Care for Adults With Psoriasis: A Randomized 
Clinical Trial, Armstrong, A. W., et al. (2018)
→乾癬患者の治療において、オンライン診療と対⾯診療の治療効果の同等性が⽰されてい

る（アメリカ）

n Randomized Study to Evaluate the Impact of Telemedicine Care in Patients With Type 
1 Diabetes With Multiple Doses of Insulin and Suboptimal HbA1c in Andalusia, Ruiz de 
Adana, M. S., et al. (2020)
→HbA1cが8％未満の1型糖尿病患者へのオンライン診療の導⼊は、対⾯診療と同等の有効

性と安全性が得られることが⽰されている（スペイン）

n Telemedicine Technologies and Tuberculosis Management: A Randomized Controlled 
Trial, Guo, P., et al. (2020)
→結核患者へのオンライン診療は対⾯診療と同等の有効性があり、結核患者や医療従事者

の認容性が⾼いことが⽰されている（中国）

n 勤労世代の⽣活習慣病に対するオンライン診療の有効性, ⼭下巌（2021, 第25回⽇本遠隔
医療学会学術⼤会発表）
→勤労世代の慢性疾患(⾼⾎圧、⾼脂⾎症、糖尿病等)管理において、オンライン診療は対

⾯診療と同等の有効性（⾮劣勢）を持つことが⽰されている（⽇本）
16
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今後、オンライン診療の普及を真に⽬指す上では、特例措置の内容（対象疾
患制限・実施要件の撤廃）を最低限維持するとともに、診療報酬上の評価を
対⾯同等とし、加算できる医学管理料の対象を拡⼤することが必要

診
療
報
酬

対象疾患
の制約

厳格な
実施要件

収益性の
低さ

• 半数以上の医師が疾患制限を⾒直し
ほしいと考えている

• 現状の特例措置より規制を厳しくし
た場合、⼤半の医師がオンライン診
療をやめる可能性があり、患者への
影響は避けられない

• 対象疾患以外の領域での広い
ニーズが⾒られており、オン
ライン診療の疾患制限は撤廃
すべき

• オンライン診療実施にあたり診療報
酬が課題と考える医師が最も多い

• 対⾯診療とオンライン診療の診療報
酬の差額が患者側に転嫁されている
可能性があり、患者の負担が⼤きい

• オンライン診療を診療報酬
上、対⾯診療と同等⽔準で評
価すべき

• 検査や処置、⾝体診察を必ず
しも必要としない医学管理料
は加算対象とすべき

• 診療に当たって諸々の実施要
件を撤廃すべき

• オンライン初診は安全性を担
保して実施

• 現状半数以上の医師が１ヶ⽉に１回
以上オンライン診療を⾏なっている

• 半数以上の医師はオンライン診療に
よる初診の受付を⾏なっている

現状 提⾔
i

ii

iii

17



「オンライン診療サービス」とは・・・
スマートフォンやパソコンから接続して医療機関の予約・問診・診察・処⽅せん
または薬の受け取り・決済までをインターネット上で⾏う診察⽅法であり、移動
を伴うことなく⾃宅などで待ち時間もなく、遠隔で医師による診察を受けること
ができるシステム

参考：オンライン診療サービスの流れ

18



・対⾯と⽐べてオンライン診療で⼗分な診療を受けられたと感じた⼈は、各オンライン診療ベ
ンダーの利⽤者とも約８割となった。

参考：オンライン診療への満⾜度

※20代以上のNTTドコモのユーザーを対象に調査 19



・「オンライン診療」を利⽤できると仮定した場合、利⽤に否定的な患者は4⼈に1⼈（26.4%）
であった。

(n=1545)

Q. 主に治療をしている(していた)疾患、もしくは最も解決すべき課題だと考える疾患として、「〇〇」と回答されましたが
、その疾患について「オンライン診療」「電話診療」を利⽤できる場合、あてはまるものをお選びください。（単⼀回答）

3.2%

2.3%

18.6%

14.2%

20.4%

12.8%

31.3%

32.9%

26.4%

37.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オンライン診療

電話診療

初診でのみ利⽤したい 再診でのみ利⽤したい 初診でも再診でも利⽤したい

わからない 利⽤してみたいと思わない

参考：利⽤意向①（現役世代）

出典：「オンライン診療に関する患者調査結果」（2021年１⽉実施）（調査実施：マクロミルケアネット、MICIN）

*対象者：マクロミルケアネットのモニターである全国の20歳〜60歳の男⼥で、未病の⽅・現在通院していない⽅、既
往歴（精神科または⼼療内科、⽪膚科、内科・慢性疾患）がある⽅（オンライン診療を利⽤したことがない⼈を含む）

20
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• オンライン診療を利⽤したい⾼齢者の⽅と利⽤したくない⾼齢者の⽅はそれぞれ47%、53%と
ほぼ均衡している。

【「オンライン診療を知らない」または、「オンライン診療を知っているが利⽤したことがない」⽅のみ回答】
Q.あなたは、「オンライン診療」を利⽤してみたいですか。(複数回答可) 

参考：利⽤意向②（⾼齢者）

出典：「⾼齢者のオンライン診療に関するニーズ調査結果」（2021年８⽉実施）（調査実施：⽇本能率協会総合研究所、MICIN）

*対象者：⽇本能率協会総合研究所に登録されているモニターであって、条件（①全国に居住する65~84歳の男⼥で現
在認知症に罹患していない、②現在、内科系疾患(糖尿病・⾼⾎圧・脂質異常症(コレステロール、中性脂肪))を罹患し
ている、③②の疾患で、⽉1回以上、医療機関に通院している）に該当する者を事前スクリーニングした上で、対象者
にアンケート実施

21



・３割弱の患者は、100%⾃⼰負担となる「療養の給付と直接関係ないサービス等の費⽤」を
1000円以上負担している。

・サービス等費⽤が1000円とした場合、下記のケースのように、対⾯診療よりオンライン診療
の⽅が患者費⽤負担が⼤きくなることもある。

参考：患者負担

Q7:直近のオンライン診療で⽀払った⾦額のうち、
サービス等の利⽤料や情報通信機器等の利⽤に係る
費⽤といった、保険適⽤されない（１〜３割負担に
ならない）⾦額がいくらだったか教えてください。
※クロンの利⽤料３３０円は除いてお答えください

0円
13.7%

1円〜500円以下
15.1%

501円〜1000円以下
17.9%

1001円〜1500円以下
11.1%

1501円〜2000円以下
7.1%

2001円以上
10.1%

覚えていない/わからない
25.0%

(n=604)

--

52点 --

225点 --

再診料

処⽅箋料

オンライン診療料

特定疾患療養管理料

外来管理加算

サービス等の費⽤（税抜）

オンライン医学管理料

483点

オンライン診療

239点

73点 --

68点 68点

対象疾患例 | ⾼⾎圧症 対⾯診療

保険
請求額

その他

診療報酬点数

特定疾患処⽅管理加算

--

-- ?円

71点

100点

65点 --

4,830円 2,390円＋？円クリニックへの収⼊

患者負担（３割ケース） 1,449円 717円＋？円

右図出典：「オンライン診療/服薬指導・薬局選択に関するクロン利⽤患者調査」（2021年８⽉実施）（調査実施：MICIN） 22



参考：⾃⺠党関係⽂書

24

・デジタル・ニッポン2020〜コロナ時代のデジタル⽥園都市国家構想（R2.06.11⾃由⺠主党政
務調査会デジタル社会推進特別委員会）〜（P34.69抜粋）

総論：2030年を⾒据えた⼤きな概念 新たな医療の在り⽅
「デジタル⽥園都市」では、どこにいても適正な診療や処⽅が受けられるべきである。2020年
の緊急事態を受けて時限的に認められたオンライン診療は、感染拡⼤防⽌のみならず、⾼齢者
や地⽅の通院の労苦を減ずる上でも、また限られた医療資源の有効活⽤の上でも効果的である。
パンデミックの再来を前提とすると、オンライン診療、オンライン処⽅は、今後も継続的に認
められるべきであり、診療報酬の⾒直し、バイタルデータ取得の最新技術の活⽤、医療情報の
連携、等々、医療のオンライン化に必要な施策は積極的に進めるべきである。

各論：新たな医療 オンライン医療の制度改⾰
今回のパンデミックで、医療へのアクセス（診療様式）の多様性の確保というオンライン医療
の持つ価値が顕在化し、この分野での建設的な議論がされていなかったことによる弊害がみら
れたことから、オンライン医療推進のため、オンライン診療の制限、診療報酬制度、インセン
ティブ等の制度を⾒直して、オンライン医療体制を早急に整備すべき

23



参考：政府関係⽂書

25

・規制改⾰推進に関する答申〜デジタル社会に向けた規制改⾰の「実現」〜（R3.06.11規制改
⾰推進会議）〜（P56抜粋）

４．医療・介護ワーキング・グループ
(5)オンライン診療・オンライン服薬指導の普及
感染収束後において、デジタル時代に合致した制度となるよう、初診の取扱い、対象疾患等恒
久化の内容について検討を⾏い、その⾻格を取りまとめた上で、診療報酬上の取扱いも含めて
実施に向けた取組を進める。その際、安全性と信頼性をベースとし、時限的措置において明ら
かとなった課題や患者の利便性等を踏まえ、恒久化の内容について、具体的なエビデンスに基
づき、検討を⾏う。

・成⻑戦略フォローアップ（R3.06.18成⻑戦略閣議決定）〜（P86抜粋）

（オンライン医療の推進）
次期診療報酬改定に向けて、オンライン診療の普及状況を調査・検証し、安全性・有効性が確
認された疾患については、オンライン診療料の対象に追加することを検討する。また、2021年
夏を⽬途に⾏われるオンライン診療の時限的措置の実績も踏まえた恒久化に向けた検討結果等
に基づき、オンライン診療の実施⽅法や実施体制等の要件の⾒直しを含むオンライン診療料の
必要な⾒直し等の検討を⾏い、オンラ イン診療の適切な普及・促進を図る。
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